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Ⅰ．令和６年度道路関係予算配分方針 

 

１．配分方針 

令和６年度予算においては、「防災・減災、国土強靱化」、「予防保 

全による老朽化対策」、「人流・物流を支えるネットワーク・拠点の 

整備」、「道路空間の安全・安心や賑わいの創出」、「道路システムの 

ＤＸ」、「ＧＸの推進による脱炭素社会の実現」に重点的に取り組み、 

施策効果の早期実現を図り、道路整備を計画的に進められるよう配分を 

行います。 

また、事業の実施に際しては、「防災・減災、国土強靱化のための５ 

か年加速化対策」に基づき、防災・減災、国土強靱化の取組の加速化 

・深化を図るため、令和５年度補正予算とあわせて、重点的かつ集中的 

に対策を講じます。  

 

２．配分額（事業費） 

直 轄 事 業 １兆４，５９５億円 

補 助 事 業 ８，５７８億円 

合 計 ２兆３，１７３億円 

 

注１.四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 

 

※ 上記の他に、調査費、諸費等がある。  
※ 上記の他に、防災・安全交付金（国費 8,707 億円[対前年度比 1.02]）、社会 

資本整備総合交付金（国費 5,065 億円[対前年度比 0.92]）があり、地方の要望 
に応じて道路整備に充てることができる。 

※ 上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、社会資本整備総合 
交付金（国費 162 億円［対前年度比 1.40］）があり、地方の要望に応じて道路 
整備に充てることができる。 
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Ⅱ．令和６年度道路関係予算配分概要 

 

 １．配分総括表  

 

 

 注１.事業費ベース  
 注２.四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。  

 

※ 上記の他に、調査費、諸費等がある。  
※ 上記の他に、防災・安全交付金（国費 8,707 億円[対前年度比 1.02]）、社会資本整備 

総合交付金（国費 5,065 億円[対前年度比 0.92]）があり、地方の要望に応じて道路 
整備に充てることができる。 

※ 上記の他に、東日本大震災からの復旧・復興対策事業として、社会資本整備総合交付金  
（国費 162 億円［対前年度比 1.40］）があり、地方の要望に応じて道路整備に 
充てることができる。  

  

（単位：百万円）

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

直 轄 事 業 859,431    600,054   1,459,485  97,996     41,733     139,729   16,020     -            16,020     

補 助 事 業 855,446    2,325      857,771    1,600      -            1,600      14,480     -            14,480     

合 計 1,714,877  602,379   2,317,256  99,596     41,733     141,329   30,500     -            30,500     

事業加速円滑化

国庫債務負担行為（ゼロ国債）

区 分
令和６年度配分額

平準化等
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 ２．都道府県別等配分額 

 【直轄事業】                                                                                                                             

（単位：百万円）  

 

 
注１． 事業費ベース 
注２． 四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 

 
※上記の他に、調査費、諸費等がある。 

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

北 海 道 開 発 局 95,084      95,635      190,719       11,887      14,171      26,058      -              -              -              

東 北 地 方 整 備 局 74,076      76,560      150,636       21,800      9,603        31,403      -              -              -              

関 東 地 方 整 備 局 154,222    90,085      244,307       27,204      350          27,554      -              -              -              

北 陸 地 方 整 備 局 43,736      42,527      86,263         6,130        5,291        11,421      -              -              -              

中 部 地 方 整 備 局 118,562    66,279      184,841       7,514        1,040        8,554        -              -              -              

近 畿 地 方 整 備 局 125,996    67,675      193,671       4,440        4,365        8,805        16,020      -              16,020      

中 国 地 方 整 備 局 75,012      53,894      128,906       10,771      1,035        11,806      -              -              -              

四 国 地 方 整 備 局 53,258      36,535      89,793         5,680        2,915        8,595        -              -              -              

九 州 地 方 整 備 局 95,416      60,069      155,485       1,630        2,883        4,513        -              -              -              

沖 縄 総 合 事 務 局 24,068      10,795      34,863         940          80            1,020        -              -              -              

合 計 859,431    600,054    1,459,485    97,996      41,733      139,729    16,020      -              16,020      

区 分
令和６年度配分額

国庫債務負担行為（ゼロ国債）

平準化等 事業加速円滑化
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 【補助事業】 
（単位：百万円）  

  

注１． 事業費ベース 
注２． 四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 
 
※上記の他に、調査費等がある。 

本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計 本省配分 一括配分 計

北 海 道 42,689    2,300      44,989    -           -           -           -           -           -           

青 森 県 12,870    -           12,870    -           -           -           -           -           -           

岩 手 県 15,188    -           15,188    -           -           -           -           -           -           

宮 城 県 12,461    -           12,461    -           -           -           -           -           -           

秋 田 県 11,456    -           11,456    -           -           -           -           -           -           

山 形 県 12,667    -           12,667    -           -           -           -           -           -           

福 島 県 13,588    -           13,588    -           -           -           -           -           -           

茨 城 県 14,658    -           14,658    -           -           -           -           -           -           

栃 木 県 12,929    -           12,929    -           -           -           -           -           -           

群 馬 県 14,951    -           14,951    -           -           -           -           -           -           

埼 玉 県 19,519    -           19,519    -           -           -           -           -           -           

千 葉 県 17,487    -           17,487    -           -           -           -           -           -           

東 京 都 41,880    -           41,880    -           -           -           -           -           -           

神 奈 川 県 23,659    -           23,659    -           -           -           -           -           -           

山 梨 県 18,486    -           18,486    -           -           -           -           -           -           

長 野 県 23,523    -           23,523    -           -           -           -           -           -           

新 潟 県 17,959    -           17,959    -           -           -           -           -           -           

富 山 県 14,842    -           14,842    -           -           -           -           -           -           

石 川 県 10,916    -           10,916    -           -           -           -           -           -           

岐 阜 県 15,825    -           15,825    -           -           -           -           -           -           

静 岡 県 33,299    -           33,299    -           -           -           -           -           -           

愛 知 県 41,586    -           41,586    -           -           -           -           -           -           

三 重 県 11,924    -           11,924    -           -           -           -           -           -           

福 井 県 8,022      -           8,022      -           -           -           2,180      -           2,180      

滋 賀 県 11,457    -           11,457    -           -           -           -           -           -           

京 都 府 14,265    -           14,265    -           -           -           -           -           -           

大 阪 府 45,569    -           45,569    -           -           -           -           -           -           

兵 庫 県 35,097    -           35,097    -           -           -           12,300    -           12,300    

奈 良 県 12,503    -           12,503    -           -           -           -           -           -           

和 歌 山 県 11,516    -           11,516    -           -           -           -           -           -           

鳥 取 県 13,256    -           13,256    -           -           -           -           -           -           

島 根 県 9,960      -           9,960      -           -           -           -           -           -           

岡 山 県 12,006    -           12,006    -           -           -           -           -           -           

広 島 県 28,792    -           28,792    -           -           -           -           -           -           

山 口 県 16,735    -           16,735    -           -           -           -           -           -           

徳 島 県 9,412      -           9,412      -           -           -           -           -           -           

香 川 県 8,969      -           8,969      -           -           -           -           -           -           

愛 媛 県 16,114    -           16,114    -           -           -           -           -           -           

高 知 県 11,062    -           11,062    -           -           -           -           -           -           

福 岡 県 30,029    -           30,029    -           -           -           -           -           -           

佐 賀 県 10,121    -           10,121    -           -           -           -           -           -           

長 崎 県 16,262    -           16,262    -           -           -           -           -           -           

熊 本 県 18,567    -           18,567    -           -           -           -           -           -           

大 分 県 24,273    -           24,273    -           -           -           -           -           -           

宮 崎 県 11,778    -           11,778    -           -           -           -           -           -           

鹿 児 島 県 17,622    -           17,622    1,600      -           1,600      -           -           -           

沖 縄 県 7,695      25          7,720      -           -           -           -           -           -           

合 計 855,446   2,325      857,771   1,600      -           1,600      14,480    -           14,480    

区分
令和６年度配分額

国庫債務負担行為（ゼロ国債）

平準化等 事業加速円滑化
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Ⅲ．事業別概要 

１．直轄事業 

 

（１）配分方針 

 

直轄事業については、近年の災害の激甚化・頻発化を踏まえた、強靱で信頼性の高い

国土幹線道路ネットワークの構築や平常時・災害時を問わない安全・円滑な人流・物流

を支える道路ネットワークの構築を推進するため、大きなストック効果の発現が見込ま

れる道路整備に重点投資するなど、計画的な事業実施に必要な額を配分します。 

また、全ての人が安全・安心で快適に生活できる社会の実現に向けて、交通安全対策

や無電柱化の推進などの局所的な対策についても計画的な事業実施に必要な額を配分

します。 

 

道路の維持修繕については、道路を常時良好な状態に保つため、巡回、清掃、除草、

除雪等の維持作業や、定期点検及びその結果に基づく橋梁、トンネル等の計画的な修繕、

緊急輸送道路の防災・震災対策、積雪寒冷地域等における雪寒対策等を実施します。 

 

 

（２）配分状況（全国） 

                                                     （単位：億円） 

 配分額 

改築等 10,189 

 

 

幹線道路ネットワーク整備 8,032 

局所的な対策等 2,157 

維持修繕 4,406 

計 14,595 

   

注１．  事業費ベース 

注２．  四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 
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（参考）令和６年度新規事業化箇所（直轄事業） 
 

（１）幹線道路ネットワークの整備 

 （単位：百万円）     

番号 所在地 路線名・箇所 配分額 

① 北海道 一般国道 5 号 (北海道
ほっかいどう

横断
おうだん

自動車道) 蘭越
らんこし

倶知安
くっちゃん

道路（ニセコ～倶知安
くっちゃん

） 50 

② 北海道 一般国道39号 (北海道
ほっかいどう

横断
おうだん

自動車道) 女満別
めまんべつ

空港
くうこう

網走
あばしり

道路（女満別
めまんべつ

空港
くうこう

～網走呼人
あばしりよびと

） 50 

③ 岐阜県 一般国道 158 号 (中部
ちゅうぶ

縦 貫
じゅうかん

自動車道) 高山東
たかやまひがし

道路（平
ひら

湯
ゆ

～久手
く て

） 100 

④ 愛媛県 一般国道 56 号 (四国
し こ く

横断
おうだん

自動車道) 宿毛
す く も

内海
うちうみ

道路（一本松
いっぽんまつ

～御荘
みしょう

） 100 

⑤ 高知県 一般国道 56 号 (四国
し こ く

横断
おうだん

自動車道) 宿毛
す く も

内海
うちうみ

道路（宿毛
す く も

和田
わ だ

～宿毛
す く も

新港
しんこう

） 100 

⑥ 宮崎県 一般国道 220 号 ( 東 九 州
ひがしきゅうしゅう

自動車道) 南郷
なんごう

奈留
な る

道路 100 

⑦ 岩手県 一般国道 4 号 水沢
みずさわ

金ケ崎
かねがさき

道路 50 

⑧ 山梨県 一般国道 20 号 新
しん

山梨
やまなし

環 状
かんじょう

道路（桜井
さくらい

～塚原
つかはら

） 100 

⑨ 鳥取県 一般国道 29 号 津
つ

ノ
の

井
い

バイパス（広岡
ひろおか

～西大路
にしおおろ

） 50 

⑩ 山口県 一般国道 2 号 台
だい

道
どう

・鋳
す

銭司
ぜ ん じ

拡幅 50 

⑪ 高知県 一般国道 55 号 奈半利
な は り

安芸
あ き

道路（奈半利
な は り

～安田
や す だ

） 50 

⑫ 熊本県 一般国道 57 号 大津
お お づ

道路 50 

 （注）事業費ベース 
 

（２）局所的な対策 

交差点改良・歩道整備、電線共同溝、防災対策、渋滞対策等について新たに着手   

します。 

 

（例）防災対策、渋滞対策等 

（単位：百万円）     
番号 所在地 路線名・箇所 配分額 

① 福島県 一般国道 49 号 好間
よ し ま

三和
み わ

防災 50 

② 神奈川県 一般国道 246 号 梶ヶ谷
か じ が や

局所渋滞対策 10 

③ 富山県 一般国道 8 号 富山
と や ま

朝日
あ さ ひ

防災 50 

④ 石川県 一般国道 8 号 乾
いぬい

東
ひがし

局所渋滞対策 50 

⑤ 福井県 一般国道 8 号 大谷
おおたに

防災 50 

⑥ 大阪府 一般国道 26 号 北島
きたじま

局所渋滞対策 50 

⑦ 岡山県 一般国道 2 号 コネクトパーキング岡山
おかやま

・早島
はやしま

 50 

⑧ 広島県 一般国道 2 号 仁
に

保
ほ

局所渋滞対策 50 

⑨ 長崎県 一般国道 34 号 歩行者利便増進道路整備事業（長崎
ながさき

） 20 

（注）事業費ベース 
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２．補助事業 

 

（１）配分方針 

 

補助事業については、高規格道路、ＩＣ等アクセス道路等に関する予算を計上してい

ます。 

 

 

（２）配分状況（全国） 

（単位：億円）    

 配分額 

高規格道路、ＩＣ等アクセス道路その他 4,661 

道路メンテナンス事業補助 3,917 

計 8,578 

 

注１．  事業費ベース 

注２．  四捨五入の関係で、各計数の和が一致しない場合がある。 
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（参考）令和６年度新規事業化箇所（補助事業） 

 

（１）地域高規格道路 

（単位：百万円） 

番号 事業主体 路線名・箇所 配分額 

① 東京都 都市計画道路都市高速道路第１号線 新京橋
しんきょうばし

連結路 100 

 （注）事業費ベース 
 

（２）重要物流道路 

（単位：百万円) 
番号 事業主体 路線名・箇所 配分額 
① 石川県 主要地方道金沢

かなざわ

美川
み か わ

小松
こ ま つ

線 松本
まつもと

～ 橘
たちばな

 40 

 （注）事業費ベース 
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（３）ＩＣアクセス道路 

（単位：百万円） 

番号 事業主体 路線名・箇所 配分額 

① 北海道 主要地方道夕張
ゆうばり

新得
しんとく

線 （仮称）新得
しんとく

スマート IC アクセス 40 

② 北海道 道道共和
きょうわ

北
きた

インター線（仮称） （仮称）共和
きょうわ

北
きた

ICアクセス 40 

③ 栃木県壬生
み ぶ

町
まち

 町道（仮称）壬生
み ぶ

PAスマートインター線 （仮称）壬生
み ぶ

PA スマート IC アクセス 40 

④ 埼玉県 主要地方道越谷
こしがや

野田
の だ

線 増
まし

林
ばやし

・松伏
まつぶし

西
にし

・田島
た じ ま

 40 

⑤ 埼玉県 県道柿木町
かきのきちょう

蒲生
が も う

線 柿木町
かきのきちょう

 40 

⑥ 埼玉県八潮
や し お

市 
市道（仮称）外環

がいかん

八潮
や し お

スマート IC 内回り線、外回り線、アクセス線 

（仮称）外環
がいかん

八潮
や し お

スマート IC 
40 

⑦ 山梨県 主要地方道甲府
こ う ふ

中 央
ちゅうおう

右左
う ば

口
ぐち

線 （仮称）甲府
こ う ふ

中 央
ちゅうおう

スマート IC アクセス（ラ

ンプ部・一次アクセス） 
40 

⑧ 山梨県 都市計画道路和戸
わ ど

町
まち

竜 王
りゅうおう

線 検察庁
けんさつちょう

南
みなみ

工区 50 

⑨ 長野県千曲
ち く ま

市 市道返
そり

町
まち

東西
とうざい

線 （仮称）屋代
や し ろ

スマート IC アクセス  21 

⑩ 静岡県 県道河津
か わ づ

下田
し も だ

線 河津町
かわづちょう

縄地
な わ じ

～下田
し も だ

市落合
おちあい

 40 

⑪ 愛知県日進
にっしん

市 

市道スマートインター１号線 （仮称）東郷
とうごう

スマート IC アクセス（ランプ部・

アクセス部） 

市道スマートインター２号線 （仮称）東郷
とうごう

スマート IC アクセス 

22 

⑫ 和歌山県 県道 南
みなみ

平野
ひ ら の

下里
しもさと

停車場
ていしゃじょう

線 下里
しもさと

 40 

⑬ 鹿児島県霧島
きりしま

市 市道小村
こ む ら

新田
しんでん

４号線 霧島
きりしま

SIC・広瀬
ひ ろ せ

工区（ランプ部・アクセス部） 40 

⑭ 沖縄県 主要地方道沖縄
おきなわ

嘉手納
か で な

線 松本
まつもと

～知花
ち ば な

 40 

（注）事業費ベース 

 

（４）空港・港湾等アクセス道路 

（単位：百万円） 
番号 事業主体 路線名・箇所 配分額 
① 北海道 主要地方道札幌

さっぽろ

北
きた

広島
ひろしま

環 状
かんじょう

線 角山
かくやま

工区 30 

（注）事業費ベース 
 

 この他に、道路メンテナンス事業、土砂災害対策道路事業、交通安全対策（地区内連携）  

事業、交通安全対策（通学路緊急対策）事業、無電柱化推進計画事業、踏切道改良計画事業に

ついての新規事業化箇所がある。 
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Ⅳ．配分箇所の具体事例

１．直轄事業

都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

（百万円）

（幹線道路ネットワーク整備）

宮城県 一般国道4号 1,500 ・事業延長:6.0km

（仙台
せんだい

市） 仙台
せんだい

拡幅

三重県～和歌山県 一般国道42号 ・事業延長:44.8km

（紀宝町
き ほ う ち ょ う

～すさみ町
ちょう

） 近畿自動車道紀勢
き せ い

線

　新宮
し ん ぐ う

紀宝
き ほ う

道路 2,889

　新宮
し ん ぐ う

道路 250

　串本
く し も と

太地
た い じ

道路 1,650

　すさみ串本
く し も と

道路 34,050

熊本県 一般国道57号 （別紙１のとおり）

（大津町
お お づ ま ち

～熊本
く ま も と

市） 　大津
お お づ

道路 50

　大津
お お づ

熊本
く ま も と

道路
ど う ろ

（大津
お お づ

西
に し

～合志
こ う し

 ）

300

　大津
お お づ

熊本
く ま も と

道路
ど う ろ

（合志
こ う し

～熊本
く ま も と

 ）

6,568

高知県 一般国道56号 （別紙２のとおり）

（四万十町
し ま ん と ち ょ う

～四万十
し ま ん と

市）四国横断自動車道　阿南四万十
あ な ん し ま ん と

線

　窪川
く ぼかわ

佐賀
さ が

道路 8,689

　佐賀
さ が

大方
おおがた

道路 943

　大方
おおがた

四万十
し ま ん と

道路 769

※配分額は事業費ベース

・仙台
せんだい

市東部の交通混雑の緩和及び交通安全の確保

を図るため、仙台
せんだい

拡幅において橋梁上部工工事、舗

装工事等を実施し、仙台
せんだい

市若林
わかばやし

区卸町
おろしまち

～仙台
せんだい

市宮城
み や ぎ

野
の

区苦竹
にがたけ

間の令和６年度の開通に向けて事業を推進

する。

・道路ネットワークによる地域・拠点の連携確保を

図るため、近畿自動車道紀勢
き せ い

線において改良工事、

橋梁上下部工工事、トンネル工事、舗装工事等を実

施し、新宮紀宝
し ん ぐ う き ほ う

道路の令和６年秋、すさみ串本
く し も と

道路

の令和７年春の開通に向けて事業を推進する。
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都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

（百万円）

（局所的な対策）

北海道 一般国道238号 690 ・事業延長:15.0km

（湧別
ゆうべつ

町
ちょう

～紋別
もんべつ

市） 紋別
もんべつ

防雪

長野県 一般国道18号 91 ・事業延長:0.5km

（軽井沢町
か る い ざ わ ま ち

） 軽井沢町
か る い ざ わ ま ち

長倉
な が く ら

歩道整備

富山県 一般国道156号 173 （別紙３のとおり）

（高岡
たかおか

市） 内免
ないめん

電線共同溝

大阪府 一般国道26号 1,180 ・事業延長:0.1km

（堺
さかい

市） 住吉橋
すみよしばし

架替

※配分額は事業費ベース

・安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークの確

保を図るため、紋別
もんべつ

防雪において改良工事、舗装工

事等を実施し、令和６年度の開通に向けて事業を推

進する。

・道路利用者の安全・安心の確保を図るため、国道

18号長倉
な が く ら

地区において歩道拡幅を実施し、効果的な

交通安全対策を推進する。

・安全・安心で信頼性の高い道路ネットワークの確

保を図るため、住吉
すみよし

橋
ばし

架替において橋梁上下部工工

事、舗装工事等を実施し、令和７年春の完成に向け

て事業を推進する。
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２．補助事業

都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

（百万円）

（地域高規格道路、IC等アクセス道路）

滋賀県 主要地方道 1,144 ・事業延長:3.0km

（草津
く さ つ

市～栗東
り っ と う

市） 大津
お お つ

能登川
の と が わ

長浜
ながはま

線

（馬場
ば ん ば

・上
かみ

砥
と

山
やま

工区）

沖縄県 一般県道 1,300 ・事業延長:0.8km

（西原町
にしはらちょう

） 幸地
こ う ち

インター線

（翁長
お な が

～幸地
こ う ち

）

（連続立体交差事業）

東京都 東武
と う ぶ

鉄道伊勢崎
い せ さ き

線 4,640 ・事業延長:0.9km

（墨田区
す み だ く

） とうきょうスカイツリー駅付近

（道路メンテナンス事業）

山梨県 山梨県 5,995 （別紙４のとおり）

橋梁長寿命化修繕計画

(主要地方道　上野原
う え の は ら

丹波山
た ば や ま

線

日
ひ

寄
よ り

橋
はし

)

（無電柱化推進計画事業）

広島県 広島市 833 ・事業延長:0.9km

（広島市） 無電柱化推進計画事業

(市道中２区吉島観音
よ し じ まかんのん

線

（吉島
よ し じ ま

工区）ほか１路線)

※配分額は事業費ベース

・沖縄自動車道へのアクセス性向上と交通円滑化を

図るため、一般県道幸地
こ う ち

インター線において改良工

事を実施し、早期の開通に向けて事業を推進する。

・都市内交通の円滑化及び交通渋滞の解消を図るた

め、東武
と う ぶ

鉄道伊勢崎
い せ さ き

線のとうきょうスカイツリー駅

付近約0.9kmにおいて、鉄道を高架化し踏切を除却す

るため、令和６年度高架化に向けて事業を推進す

る。

・道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確

保等を図るため、「無電柱化推進計画」に基づき、

市道中２区吉島観音
よ し じ まかんのん

線（吉島
よ し じ ま

工区）ほか１路線にお

いて電線共同溝工事を実施し、早期の完成に向けて

無電柱化を推進する。

・物流の効率化、地域間交流・連携の促進を図るた

め、主要地方道大津能登川長浜
お お つ の と が わ な が は ま

線において、橋梁上

部工工事、改良工事を実施し、岡本町
おかもとちょう

南交差点～山
やま

寺
で ら

ランプ間の令和６年度部分開通、直轄事業である

栗東水口
り っ と う み な く ち

道路と併せた令和７年秋の全線開通に向け

て事業を推進する。
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都道府県名 箇所名 配分額 事  業  概  要

（百万円）

（土砂災害対策道路事業）

栃木県 一般国道122号 90 ・事業延長:0.8km

（日光
に っ こ う

市
し

） 足尾
あ し お

（交通安全対策（地区内連携））

山形県 楯岡新町
たておかしんまち

地区 85 ・整備地区：１地区

（村山
むらやま

市）

（都府県境道路整備）

岐阜県、愛知県 一般県道 387 ・事業延長:3.1km

（羽島
は し ま

市～一宮
いちのみや

市） 羽島
は し ま

稲沢
いなざわ

線

新濃尾
し ん の う び

大橋
おおはし

（仮称）

（踏切道改良計画事業）

神奈川県 樹源寺
じ ゅ げ ん じ

踏切道 200 ・事業延長:0.04km

（横浜
よ こ は ま

市）

（交通安全対策（通学路緊急対策）事業）

愛媛県 愛媛県 1,899 ・事業延長:0.33km

通学路緊急対策推進計画 

一般県道嵐田之浜岩松
あ ら し た の は ま い わ ま つ

線

※配分額は事業費ベース

・通学路の安全な通行を早期に確保するため、通学路

合同点検に基づき、一般県道嵐田之浜岩松
あ ら し た の は ま い わ ま つ

線において

歩道設置工事等を実施し、効果的な交通安全対策を推

進する。

・土砂災害等による道路の通行止めリスクを解消する

ため、一般国道122号足尾
あ し お

において落石防護柵工事を実

施し、効果的な土砂災害対策を推進する。

・道路利用者の安全・安心の確保を図るため、楯岡
たておか

新
し ん

町
ま ち

地区において交差点改良等を実施し、効果的な交通

安全対策を推進する。

・物流拠点等から高規格道路へのアクセス性を向上、

県境を超えた物流の円滑化を図るため、一般県道羽島
は し ま

稲沢
いなざわ

線新濃尾大橋
し ん の う び お お は し

（仮称）の橋梁上部工工事を実施

し、令和７年度の開通に向けて事業を推進する。

・交通の円滑化及び踏切事故を防止し安全・安心な歩

行空間の確保を図るため、樹源寺
じ ゅ げ ん じ

踏切道において歩行

者等立体横断施設の整備による踏切道の除却を実施

し、早期の完成に向けて事業を推進する。
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参考資料 配分箇所の具体事例



持続的な経済成長の実現

効率的な物流ネットワークの早期整備・活用

・一般国道５７号 大津道路・大津熊本道路（大津西～熊本）

国民の安全・安心の確保

災害時における物流・人流の確保

・四国横断自動車道 阿南四万十線 四万十町中央～四万十間

・一般国道１５６号 内免電線共同溝

インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現

・山梨県橋梁長寿命化修繕計画（主要地方道 上野原丹波山線 日寄橋）

お お づ

・・・ 別紙１

・・・ 別紙２

・・・ 別紙３

・・・ 別紙４
う え の は ら た ば や ま

な い め ん

ひ よ り は し

お お づ く ま も と お お づ に し く ま も と

あ な ん し ま ん と し ま ん と ち ょ う ち ゅ う お う し ま ん と



至： 福岡県

【大津道路・大津熊本道路を活用した製品輸送の例】

大津道路・
大津熊本道路利用
原材料輸送

半導体・二輪車
製造工場

大津道路・
大津熊本道路利用
半導体・二輪車輸送

熊本港

博多港

福岡空港

延長4.7km

熊本港

至：宮崎県、鹿児島県

至
：
大
分
県

博多港
福岡空港
から国内外へ

熊本港から
原材料を輸送

世界最大手半導体
メーカーの進出

大手二輪車メーカー
国内唯一の生産拠点

延長9.1km

熊本北JCＴ
（仮称）

西合志IC
（仮称） 合志IC

（仮称） 大津西IC
（仮称）

熊本IC

室工業団地

ｾﾐｺﾝﾃｸﾉﾊﾟｰｸ

原水工業団地

第二原水工業団地

中核工業団地

北部工業団地

大津熊本道路

(合志～熊本)

おお づ

くまもとこうし

くまもと

大津熊本道路

(大津西～合志)
こうしおお づ にし

おお づくまもと

大津道路
おお づ

延長4.8km

【持続的な経済成長の実現】効率的な物流ネットワークの早期整備・活用

一般国道５７号 大津道路・大津熊本道路（大津西～熊本）

○生産性の高い物流ネットワークを構築するため、大津道路において調査設計、大津熊本道路において、改良工事、橋梁下

部工工事等を実施し、早期の開通に向けて事業を推進。

○大津道路、大津熊本道路沿線地域※は製造品出荷額が
県内第１位の工業地域であり、半導体関連工場や二輪四
輪車関連工場等が集積。新たな工業団地の開発も進んで
いる。

○広域道路ネットワーク整備により、走行性の向上と所要時
間の短縮が図られ、沿道地域の更なる産業発展、地域活
性化が期待されている。

《位置図》

《平面図》

《効果》《諸元等》
事 業 区 間：

延 長：

全体事業費：

Ｒ ６ 当 初：

熊本県菊池郡大津町高尾野

～熊本市北区大鳥居町

１８．６km
大津道路：4.8km
大津熊本道路（大津西～合志）：4.7km
大津熊本道路（合志～熊本）：9.1km

１，１８０億円
大津道路：340億円
大津熊本道路（大津西～合志）：310億円
大津熊本道路（合志～熊本）：530億円

６９．２億円（事業費）
大津道路：0.5億円
大津熊本道路（大津西～合志）：3.0億円
大津熊本道路（合志～熊本）：65.7億円

一般国道５７号
大津道路
大津熊本道路（大津西～合志）
大津熊本道路（合志～熊本）

おお づ おお づ くま もと

きく ち おお づ まち たか お の

おお とり い まち

15
28

49
62

83

99
111 115

134

151

0

30

60

90

120

150

180

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(社)

475
860
1,445

2,202
2,962
3,389
3,7293,794

4,336

6,675

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

(人)

▼沿線への世界最大手半導体メーカーの進出(R6.2.24開所)

投資額 約9,800億円
新規雇用者数 約1,700人予定

※R4.2.15半導体メーカー記者発表時点

写真①

大津西IC(仮称)

(

至)

熊
本
市

世界最大手
半導体メーカー

おお づ にし

R6.2撮影

世界最大手半導体メーカー

▼新規立地企業数(累積) ▼新規雇用者数(累積)

10年で151社進出 10年で約6,700人増加
※業種問わず。増設も含む。 ※業種問わず。増設した企業の雇用者も含む。

資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供 資料：菊池市、合志市、菊陽町、大津町提供

※：菊池市、合志市、菊陽町、大津町
きく ち こう し きくよう まち おお づ まち

おお づ おお づ くま もと

熊本県

(至)大分県

大津IC

大津東
IC

車帰
IC

阿蘇西
IC

菊池市

大津町

合志市

菊陽町

北熊本
SIC

植木IC

下硯川
IC

和泉IC

花園IC

池上IC
（仮称）

別紙１直轄 【道路】
お お づ お お づ く ま も と お お づ に し く ま も と

R6新規事業化
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【国民の安全・安心の確保】災害時における物流・人流の確保

一般国道56号 四国横断自動車道 阿南四万十線 四万十町中央～四万十間

○災害時においても速やかに緊急車両や一般車両の通行を確保するため、四国横断自動車道阿南四万十線四万十町中央

～四万十間の改良工事、橋梁上下部工工事、トンネル工事等を実施することで、早期の開通に向けて事業を推進。

《位置図》

《平面図》

《諸元等》

あ な ん し ま ん と し ま ん と ち ょ う ち ゅ う お う し ま ん と

事 業 区 間

延 長

全体事業費

Ｒ ６ 当 初

：高知県高岡郡四万十町平串

～高知県四万十市右山

： ３３．１ｋｍ
窪川佐賀道路：11.2km、佐賀大方道路：14.0km
大方四万十道路：7.9km

： １，６１３億円
窪川佐賀道路：653億円、佐賀大方道路：580億円
大方四万十道路：380億円

： １０４．０億円（事業費）
窪川佐賀道路：86.9億円、佐賀大方道路：9.4億円
大方四万十道路：7.7億円

たかおか し まん と ちょう ひら ぐし

し まん と う やま

凡 例

《被災状況》

《効果》
○並行する国道56号は、南海トラフ巨大地震に伴う津波浸水が

想定されている。また、令和3年9月の大雨では大規模路面冠

水により約1時間にわたる全面通行止めを実施。

○四国横断自動車道阿南四万十線四万十町中央～四万十間

を整備することで、津波に対して十分な高さを確保し、大規模

災害時における緊急輸送道路として活用するとともに、路面

冠水等の被災リスクを回避。

写真① （R3.9.17撮影）

至 宇和島市

至 高知市

《津波浸水想定》

黒潮大方IC

四万十IC

（仮）古津賀IC

56

黒潮町役場
至 高知市

至 宇和島市：津波浸水想定
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※）黒潮佐賀IC～
四万十IC 間
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高知県

四国横断自動車道
阿南四万十線
四万十町中央～四万十間

道路計画高（13～86m）

最大津波高（5～18m）※2

国道56号現道（2～38m）

（イメージ図）

佐賀大方道路

大方四万十道路※1

国道56号

国道56号の約7割※3

が浸水で通行不能

《イメージ図（道路高と最大津波高の関係）》

※1）窪川佐賀道路に並行する国道56号は、内陸を通るため津波被害は想定されていない
※2）出典：南海トラフの巨大地震による震度分布・津波浸水予測（H24.12 高知県）
※3）佐賀大方道路・大方四万十道路に並行する国道56号のうち、

最大津波高（H24高知県推定）と現道高を比較し最大津波高より低い区間の延長割合

別紙２直轄 【道路】
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別紙３直轄 【道路】
【国民の安全・安心の確保】災害時における物流・人流の確保

一般国道１５６号 内免電線共同溝
な い め ん

○道路の防災性の向上、安全で快適な通行空間の確保等を図るため、一般国道１５６号内免電線共同溝において本体工事を

実施し、無電柱化を推進。

ないめん

事業区間 ：富山県高岡市内免二丁目

～富山県高岡市四屋

延 長：２．０ｋｍ

全体事業費： １６億円

Ｒ ６ 当初：１．７億円（事業費）

≪平面図≫

≪現地状況写真≫≪諸元等≫

たかおか ないめん

よ つ や

≪位置図≫

たかおか

≪標準横断図≫

一般国道１５６号
内免電線共同溝

写真

至）砺波市
と な み

至）氷見市
ひ み

内免電線共同溝
延長 ２．０ｋｍ（上下）
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【災害拠点病院】
高岡市民病院

高岡市役所

至）砺波市
となみ

至）氷見市
ひ み

至
）射
水
市

い

み

ず

至）小矢部市
お や べ

高岡IC

高岡北IC

写真

JR高岡駅

高岡警察署

高岡市消防本部

【災害拠点病院】
厚生連高岡病院

凡 例

整備済（直轄）

事業中（直轄）

地方整備（直轄以外）

DID

拠点



別紙４補助 【道路】
【国民の安全・安心の確保】インフラ老朽化対策等による持続可能なインフラメンテナンスの実現

山梨県橋梁長寿命化修繕計画（主要地方道 上野原丹波山線）
う え の は ら た ば や ま

○ 主要地方道上野原丹波山線日寄橋は丹波山村と中央自動車道や国道２０号を結ぶ第二次緊急輸送道路

に架かる橋梁であり、１９６４年（橋齢６０年）の架橋から老朽化が進み、早期に措置を講ずべき状態（判定区
分Ⅲ）となっている。

○ 日寄橋は、 主桁の腐食などが著しく進行していることから、新技術を活用した修繕工事を推進することで、

緊急輸送道路の機能確保や地域防災上の安全、安心の確保を図るとともに、予防保全型メンテナンスへの
早期転換を図る。

《平面図》

《事業箇所》

《位置図》

《現状状況写真》

○ 事 業 箇 所 ：

○ 架 設 年 次 ：

○ 判 定 区 分 ：

○ 路 線 名 ：

○ 所 在 地 ：

《代表箇所》

日寄橋 （橋長：35.4ｍ）

１９６４年

Ⅲ（２０２１年度）

主要地方道上野原丹波山線

山梨県上野原市

ひ よ り は し

う え の は ら

《長寿命化実施計画》

〇計画の名称 ：山梨県橋梁長寿命化修繕計画

〇 事業主体 ：山梨県

○ R６当初 ：６０．０億円（事業費）

う え の は ら た ば や ま せ ん

全景（写真①） 主桁の腐食

う え の は ら た ば や ま せ ん た ば や ま む らひ よ り は し

写真①

ひ よ り は し

日寄橋

《対策イメージ》
従来技術 新技術活用

山梨県

日寄橋

小菅村役場

中央自動車道

至：丹波山村

至
：甲
州
市

至
：八
王
子
市

E20

1km

新技術活用により
従来技術と比較して１割程度LCC縮減、３割程度工期短縮

耐塩害用厚膜系
ふっ素樹脂塗料

防錆性能に優れ、
耐久性が向上

塩害対策塗装工法

塗装作業量の縮減

塗装作業量の縮減、防錆性能に優れる耐久性の向上

変性エポキシ樹脂塗料

５層塗膜層 ３層塗膜層

丹波山村

小菅村

上野原市大月市

神奈川県
相模原市
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地方創生整備推進交付金予算  
配分概要 

 
 
 

【地方創生道整備推進交付金】 
 
 
 
 
 
 
 
 

国土交通省 
道 路 局 



 

 

［地方創生道整備推進交付金］ 

 

１ 事業概要 

地方創生を支援するため、農林業等の振興や都市・物流拠点等との交流

促進を目的として、地方公共団体が策定した地域再生計画に基づく、広域

農道・林道と一体的に行う市町村道の整備を支援します。 

 

 

２ 配分方針 

地方公共団体からの要望を踏まえ、１４０計画の市町村道を対象に予

算配分を行います。 

 

 

３ 配分額 

   国 費  １３２億円 



令和６年度 当初予算　地方創生道整備推進交付金（市町村道）都道府県別配分額

北 海 道 2 136
青 森 県 - -
岩 手 県 3 58
宮 城 県 1 276
秋 田 県 1 175
山 形 県 - -
福 島 県 2 57
茨 城 県 3 550
栃 木 県 4 628
群 馬 県 1 11
埼 玉 県 2 192
千 葉 県 - -
東 京 都 - -
神 奈 川 県 1 2
山 梨 県 9 438
長 野 県 14 1,513
新 潟 県 2 47
富 山 県 1 15
石 川 県 5 475
岐 阜 県 5 725
静 岡 県 2 691
愛 知 県 5 1,066
三 重 県 2 163
福 井 県 2 118
滋 賀 県 2 276
京 都 府 3 133
大 阪 府 - -
兵 庫 県 3 382
奈 良 県 4 406
和 歌 山 県 3 556
鳥 取 県 1 5
島 根 県 2 48
岡 山 県 6 240
広 島 県 2 241
山 口 県 - -
徳 島 県 5 390
香 川 県 1 31
愛 媛 県 5 400
高 知 県 5 80
福 岡 県 - -
佐 賀 県 2 103
長 崎 県 9 1,331
熊 本 県 5 314
大 分 県 - -
宮 崎 県 10 317
鹿 児 島 県 5 647
沖 縄 県 - -

140 13,234
（注１）　合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。
（注２）　上記のほか、令和５年度繰越予算の追加配分を行う予定がある。
（注３）　上記金額には指導監督費は含まない。

都道府県名

合　　　計

計画数 国費
(百万円)


